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私ども佐賀銀行は「地域密着と健全経営」に徹し、

地元金融機関として良質な金融サービスを提供し

業務を通じて地域社会の発展に奉仕します。

経営理念

編集方針

佐賀銀行はこのたび「佐賀銀行 統合報告書 2026」を作成いたしました。

本統合報告書は、IFRS財団による「国際統合報告フレームワーク」と、経済産業省による「価値協創ガイダンス」を参考にして、財務

情報に経営理念・事業戦略・SDGs／ESG情報などの非財務情報を関連付け、当行ならびに地域社会の持続可能な価値創造の仕組み

を統合的に説明しております。

なお、詳細な財務データ等につきましては、「2026年3月期 佐賀銀行ディスクロージャー誌」（https://www.sagabank.co.jp/ir/

disclosure/に掲載）を併せてご参照ください。

 ● 対象組織： 株式会社佐賀銀行及び佐賀銀行
グループ

 ● 対象期間： 2025年4月1日～2026年3月31日

  （一部、2025年3月31日以前、2026年4月以降の
　 活動内容等を含みます）

報告対象範囲等

 ● 企業情報・IR
  https://www.sagabank.co.jp/ir/

 ● 決算短信
  https://www.sagabank.co.jp/ir/zaimu.html

 ● ディスクロージャー誌
  https://www.sagabank.co.jp/ir/disclosure/

 ● 株主総会・中間配当情報
  https://www.sagabank.co.jp/ir/investors/

 ● 会社説明会資料
  https://www.sagabank.co.jp/ir/ir-info/

 ● 中期経営計画
  https://www.sagabank.co.jp/ir/files/ 
  20250401_keieikeikaku.pdf

 ● コーポレートガバナンス
  https://www.sagabank.co.jp/ir/ 
  governance.html

WEBサイト

プロフィール （2026年3月31日現在）

創 業
設 立
資 本 金
本店所在地
従 業 員 数
株 主 数

： 1882年3月9日
： 1955年7月11日
： 16,062百万円
：佐賀市唐人二丁目7番20号
： 1,129名
： 7,412名

店舗数：

拠点数：

103カ店 
（ 佐賀県61カ店、福岡県38カ店、
長崎県 3カ店、東京都 1カ店）

70カ所
（ 佐賀県41カ所、福岡県25カ所、
長崎県 3カ所、東京都 1カ所）

唐津市 唐津神社の「唐津くんち」
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佐賀銀行グループの価値創造プロセス
佐賀銀行について

The Saga Bank Group’s
Value Creation Process

• 人口減少による人手不足、
　後継者不足

• 地域経済縮小による顧客基
　盤縮小

リスク対処すべき
課題 機会

人口動態の
変化

• 事業承継・人材紹介ニーズ
   の増加

• 生産性向上への投資増加

• デジタル社会の急激な進展
　に伴う競争力の低下

• 新たなプレイヤーの台頭、　
　他分野からの参入

• システム障害、サイバー攻撃

生成AIや
技術革新

• デジタル・AIを活用した生産
　性向上、新たな技術の提供

• サイバーセキュリティーサー
　ビスの提供

• キャッシュレスサービスの提供

• 地域経済のトランジション
　の遅れによる顧客基盤縮小

• 脱炭素政策、規制強化に伴
　う移行リスク

気候変動対応
・

環境保全

• サステナブルファイナンス・
　脱炭素に対応するコンサル
　ティングの拡大

• GX投資・支援ニーズの拡大

• 経済格差の拡大

• 老後資金の不足、貧困によ
　る地域経済の停滞

人生
100年時代の
資産形成

• 大規模災害による地域経済
　の停滞、人口流出

• 対策未整備による業務停止

災害等への
対応・

BCP対策

• BCP対策の投資、支援ツー
　ルの提供

• 人材採用難の常態化・定着
　率の低下

• 価値観の変化への対応

• ブランド評価の低下

ダイバー
シティー・
働き方の
多様化

• 女性マネジメント比率向上、
　男性育休、障がい者雇用等、
　多様な人材の活躍

• 国際社会分断による世界経
　済の低迷

地政学
リスクの上昇

• サプライチェーン再編に伴
　う国内地域回帰需要への取
　り組み

課題に対するリスクと機会 経営戦略 提供する価値アウトプット

このまちで、あなたと・・・
～地域を繋ぎ、人を繋ぎ、地域の豊かな未来をつくる銀行グループ～

法人と個人はシームレス且つ、あらゆるセグメントでゴールベース・アプローチは有効。

▶ 住宅ローン付帯取引の拡充
▶ 職域/学校/地域でのセミナー
▶ 地域の発展/活性化
    （将来の当行カスタマー化）

▶ 法人・個人一体の総合資産コンサル
▶ 相続（資産/事業承継）対策
▶ 家族信託の自行コンサルティング

▶ GBAヒアリングシート
▶ GBAファンドラップの導入
▶ 情報ストックの蓄積

佐賀銀行グループは、地域の社会、
経済が持続的に成長・発展するこ
とに貢献するため、国連が定めた
SDGsの趣旨に賛同し、全役職員が
高い責任感を持って取り組むこと
を宣言します。

SDGs宣言
一．地域社会の発展に奉仕する
一．顧客および株主の信頼に応える
一．従業員の福祉を向上させる

基本方針

※ 「ゴールベース・アプローチ（GBA）」の一般的な定義：お客さまの「人生で実現したい具体的な目標（ゴール）を定め、それを達成するために必要なお金を準備する」という考え方に基づき資産を管理する手法

人材育成 基礎・専門資格取得 エンゲージメント向上

個人

オーナー

法人

法人・個人
シームレス

GBA営業

• 高いシェア（情報網）を誇る佐賀県・北部九州
　を繋ぎ、相乗効果の創出

• 福岡県でのシェア拡大

地域戦略

• 個人の豊かな資産形成

• 企業の業績向上

• （個人・法人）利便性向上

• お客さまとの接点拡大

お客さま

• 貸出金増加による地域経済の
　活性化

• サステナブルな地域社会の実現

• 地域の利便性向上

地域社会

• 中長期的な企業価値向上

• 株主還元の充実

株主・投資家

• 人財づくりを起点により良い組
　織、社会の実現

• 一人ひとりの働きがいやエンゲー
　ジメントの向上

• コンサルティング能力の向上

従業員

• さぎんアプリの拡大

• お客さま本位の商品・サービスの提供

• 地域の金融リテラシー向上

個人向けコンサルティング ➡ P24

• IT支援、デジタルチャネル充実

• 行内DXの推進、生成AI活用

IT戦略 ➡ P29

• 安定的な利息収入を享受できるポートフォ
リオ構築

有価証券運用 ➡ P25

• グループ全体での総合的なコンサルティング
　サービスの提供

グループ戦略 ➡ P26

• 地域のサステナビリティ推進支援

• 佐賀銀行グループの取り組み

サステナビリティ推進 ➡ P31

➡ P20

• 預金、貸出金の増加

• 金融の枠を超えたグループ一体でのコンサル
　ティング営業

法人・個人事業主向けコンサルティング

• 人財育成、グループ全体のタレント・マネジメント

• デジタル人財の育成

人的資本に関する取り組み ➡ P27

「地域密着と健全経営」に徹し、地元
金融機関として良質な金融サービス
を提供し、業務を通じて地域社会の
発展に奉仕します。

経営理念

18次中期経営計画で目指す姿

当行のビジネスモデル

人的資本投資

コンサルティング機能の充実

総合資産・承継マネジメントの強化

地域の金融リテラシーの向上

ゴールベース・アプローチ営業への取り組み

このまちで、あなたと・・・

▶ 提案力を礎に貸出金増加
▶ 貸出/役務取引の相乗効果
    （RORAの向上）
▶ ニーズに応える打ち手の拡充

• 資産形成ニーズの拡大

• 相続対策ニーズの拡大

➡ P19



05 06The Bank of Saga Ltd.  INTEGRATED REPORT 2026

佐
賀
銀
行
の
成
長
戦
略

佐
賀
銀
行
に
つ
い
て

価
値
創
造
を
支
え
る
経
営
基
盤

0

（億円）

27,92128,011
29,525

22,01221,89021,545

29,723

2024年度 2025年度2022年度2021年度 2023年度

24,000

21,000

18,000

30,000

27,000

22,574

30,078

23,691

預金等残高と貸出金残高（単体）

2024年度2022年度 2025年度2021年度 2023年度

2.04 2.05
1.991.94

1.87

0.00

（％）

1.80

2.20

2.00

2.40

1.60

0

882

431

22

908

605
532

2024年度

880

728 716

2025年度2023年度

（名）

250

500

750

1,000

不良債権比率（単体）

0.0
2024年度2022年度 2025年度2021年度 2023年度

4.1 3.7
5.0

13.3

8.2

2.0

6.0

4.0

10.0

8.0

12.0

（％）
14.0

女性管理職比率

0

（％）

2024年度2022年度 2025年度2021年度 2023年度

64.2

100.0

42.8

96.5 96.9

50.0

100.0

男性育休取得率 資格保有者の状況

0

40

54
62

2024年度

75

（億円）

2022年度

85

2025年度2021年度 2023年度

60

20

40

80

当期純利益（連結）

0.00

67.61 66.43

2024年度2022年度 2025年度2021年度 2023年度

69.15

（％）
120.00

30.00

60.00

90.00

66.52 61.17

コアOHR（単体）

0

15,560

22,780

29,180

35,800

43,150

（百万円）

2024年度2021年度 2025年度2022年度 2023年度

10,000

20,000

30,000

50,000

40,000

SDGs私募債引受額（累計）

0.00

4.88
5.38

（％）

3.36

2024年度2022年度2021年度 2023年度

2.00

4.00

8.00

6.00

2025年度

6.27

7.08

ROE（連結）

0.00

7.86
7.49 7.39

7.94

8.13

（％）

8.01
7.68 7.56

2024年度2022年度 2025年度2021年度 2023年度

6.00

8.00

7.00

9.00

5.00

7.74

7.81

自己資本比率（連結・単体）

0.0

4.8
9.4

2024年度2023年度2021年度 2022年度

57.0

39.3

2025年度

68.7（百万円）
70.0

50.0

60.0

30.0

40.0

10.0

20.0

32件

340件
539件

657件 735件
SDGsコンサル（件数・金額）　※累計

0

216

165 178 162

（百万円）

145件 147件 155件

108件

2024年度

262

2025年度2022年度2021年度 2023年度

200

100

300

80件

事業承継・M＆A（件数・金額）

■ 預金等残高　■ 貸出金残高 ■ FP2級以上　■ ITパスポート　■ TAA（事業再生アドバイザ－）

連結　  単体

財務・非財務ハイライト
佐賀銀行について

Financial and Non-Financial Highlights

非財務ハイライト財務ハイライト
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金融を『核』として、
地域の持続的な成長に
貢献する

取締役頭取   坂井 秀明

頭取メッセージ
佐賀銀行について

Message from the President

国内経済は緩やかな回復基調にある一方で、物価上昇や人手

不足の長期化により、企業・家計双方にとって不確実性の高い

状況が続いています。金融面では「金利のある世界」が定着しつ

つあり、その環境下での経営対応が新たな局面を迎えています。

また、海外では地政学的リスクの高まりや各国の金融政策の不

透明感などから、先行きに対する警戒感が続いています。

こうした中、地域においては人口減少や高齢化、後継者不足

といった構造的課題が一層顕在化しています。さらに、デジタル

化の進展により金融サービスのあり方が大きく変化し、地域金

融機関を取り巻く競争環境も一段と厳しさを増しています。場

所や時間にとらわれない金融取引が一般化する中で、「地域＝

地域銀行」という従来の前提は変化しつつあります。このような

環境下において、当行の経営基盤である預金の重要性は、これ

まで以上に高まっています。預金は単なる資金調達手段ではな

く、お客さまからの信頼の証であり、安定的な金融仲介機能を

支える源泉です。だからこそ、金利条件のみで選ばれるのではな

く、お客さまとの対話を通じて課題や将来像を共有し、付加価

値の高いコンサルティングを提供することで、長期的な信頼関

係を構築していくことが不可欠です。当行はこうした取り組みを

通じて、地域において選ばれ、必要とされ続ける存在であること

を目指してまいります。

当行の歩みは、1955年の佐賀興業銀行と佐賀中央銀行の合

併にとどまらず、1882年創業の伊万里銀行にまで遡ります。幾

多の金融環境の変化や社会情勢の波を乗り越える中で、当行

が一貫して大切にしてきたのは、「地域社会の発展に奉仕する」

という揺るぎない使命です。地域のお客さまに支えられ、信頼

を積み重ねてきたこの歴史こそが、当行の最大の財産です。

一方で、人口減少や産業構造の変化、デジタル化の進展、金

利環境の変化など、地域やお客さまを取り巻く環境は、かつて

ないほど大きく変化しています。こうした中にあって、過去の延

長線にとどまることなく、変革を恐れず新たな価値を創出し続

けることが、地域銀行としての責務であると認識しています。

創業150周年を見据える今、当行はこれまで培ってきた信頼

と基盤を礎に、金融機能を基盤としながらコンサルティング力

を一層高め、地域企業の価値向上と持続的成長の実現に貢献

してまいります。

外部環境と課題金融を基盤に、
地域の価値創造を支える

2025年度の業績につきましては、連結当期純利益、連結ROE

はいずれも前年を上回り、総じて順調に推移いたしました。こ

うした成果は、貸出金及び貸出金利収増加に加え、事業承継や

上場支援、DX・キャッシュレス、人材紹介、海外展開などの分野

においてコンサルティング機能が着実に拡大したことに加え、

ゴールベース・アプローチに基づく資産形成支援に取り組み、お

客さまからご評価をいただいたことによるものと認識しておりま

す。一方で、連結自己資本比率はリスクアセットの増加等により

低下しており、引き続き重要な経営課題として認識しております。

2025年4月よりスタートした第18次中期経営計画は、1年が

経過しました。本計画では、「このまちで、あなたと… 地域を繋

ぎ、人を繋ぎ、地域の豊かな未来をつくる銀行グループ」を目

指す姿として掲げ、北部九州（佐賀・福岡・長崎）における産業

と人の繋がりを創出し、地域の「需要」と「供給」の双方の拡大

に貢献することで、地域と当行グループの持続的成長を実現す

ることを目指しております。

具体的な取り組みとして、海外展開支援では、2025年8月に

香港で開催されたアジア最大級の総合食品見本市「Food Expo 

PRO」への出展を通じ、現地での販路開拓や市場調査を目的と

した視察ミッションを実施し、22社のお客さまを支援いたしま

した。

第18次中期経営計画の進捗

KGI及び主要計数 2024年度 2025年度 第18次中計最終年度
項目 実績 実績 前年比 2027年度

KGI
（連結）当期純利益 75億円 85億円 +10億円 ▲ 100億円

KGI
（連結）ROE 6.27% 7.08% +0.81pt

▲ 8.00%超

KGI
（連結）自己資本比率 7.94% 7.74% △0.20pt

▲ 8.00%超

預貸金利息収支 204億円 222億円 +18億円 ▲ 230億円
役務取引等収益 92億円 99億円 +7億円 ▲ 130億円
有価証券利息配当金※ 32億円 51億円 +19億円 ▲ 51億円
対顧客利益 60億円 71億円 +11億円 ▲ 100億円
コア業務純益 100億円 134億円 +34億円 ▲ 170億円
コアOHR 66.52% 61.17% △5.35pt

▲ 56.00%

■第18次中期経営計画の進捗状況

※有価証券利息配当金は外貨調達コスト控除後

会期中には「MOST SCANNED EXHIBITOR」を受賞するとと

もに、香港貿易発展局（HKTDC）との相互協力に関する覚書を

締結するなど、海外販路開拓支援体制の強化に繋げておりま

す。

また、同年11月には、佐賀県医師会及び佐賀県医師信用組

合との三者間で「地域医療の維持及び活性化に関する包括連

携協定」を締結いたしました。医療機関が抱える経営・人材・

設備面の課題に対し、三者が連携して支援を行うことで、地域

医療という重要な社会インフラの維持・向上に貢献してまいり

ます。DX戦略においては、さぎんアプリや法人Bizポータル、決

済端末の導入支援を通じてお客さまの利便性向上に取り組む

とともに、行内においても生成AIの活用を進めております。現

時点での利用率は道半ばではあるものの、生産性向上や業務

改革の大きな機会と捉え、さらなる活用を推進してまいりま

す。

当行グループは、地域の皆さまに支えられ、144年の歴史を

積み重ねてまいりました。2032年の創業150周年を見据え、こ

れまで受け継いできた「このまちで、あなたと…」という想いを

礎に、金融機能を基盤とした総合サービスの提供を通じて地

域経済の好循環を実現し、持続的な成長に取り組んでまいり

ます。
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1907年 東京株式相場暴落（戦後恐慌）

1914年 第一次世界大戦勃発

1920年 反動恐慌勃発、東京地方で銀行取り付け激化

1929年 ニューヨーク株式市場大暴落（世界恐慌勃発）

1939年 第二次世界大戦勃発

1973年 第一次オイルショック

1991年 バブル崩壊 

1995年 阪神・淡路大震災

2008年 リーマン・ショック

2022年 ロシア・ウクライナ危機
 西九州新幹線開業

2024年 令和6年能登半島地震
 日銀「マイナス金利政策」解除

1882年 伊万里銀行設立（当行の淵源） 1985年 当行株式東京証券取引所市場第一部に上場

1988年 総預金残高1兆円達成

1990年 財団法人佐賀銀行文化財団を設立

1991年  株式会社佐銀キャピタル 
（現 株式会社佐銀キャピタル&コンサルティング）を設立

1997年  個人預金残高1兆円達成

2017年  株式追加取得により、佐銀リース株式会社、佐銀信用保証
株式会社、佐銀デジタルパートナーズ株式会社、株式会社
佐銀キャピタル&コンサルティングを完全子会社化

2019年  ｢佐賀銀行グループSDGs宣言」を制定

2021年  さぎんコネクト株式会社を設立

2022年  東京証券取引所の市場区分見直しにより、市場第一部か
らプライム市場へ移行

 監査等委員会設置会社へ移行

2024年  TOKYO PRO Marketへの上場を支援するJ-Adviser資格取得 
Fukuoka PRO Marketへの上場を支援するF-Adviser資格取得

2025年  ｢第18次中期経営計画」スタート

総預金県内シェア

59.8%

過去の歴史で培った結果

事業性与信先数

全店 :15,502先 佐賀のみ :6,716先

1882年に当行の淵源となる伊万里銀行が設立されました。その後、唐津銀行や西海商業銀行等が合併を重ね、1955年に佐賀中

央銀行と佐賀興業銀行が合併したことで佐賀銀行が設立されました。設立以来、佐賀や福岡、長崎の九州3県の経済における重要

な役割を、佐賀を中心に果たしてきました。今後とも「地域密着と健全経営」の経営理念に徹し、地域経済の発展や健全経営に努め

てまいります。

1975年 佐銀リース株式会社を設立 
 新本店完成

1978年 佐銀ビジネスサービス株式会社を設立

1979年  佐賀信用保証株式会社 
（現 佐銀信用保証株式会社）を設立

1984年  佐銀コンピュータサービス株式会社 
（現 佐銀デジタルパートナーズ株式会社）を設立

陶製の看板

当行の歩み
佐賀銀行について

Our History

佐賀銀行のあゆみ

■佐賀銀行設立までの歴史

預金 :148億円     貸出金 :123億円
預金と貸出金の推移 ※1955年9月末

社会の流れ

預金 :2兆9,740億円   貸出金 :2兆3,691億円
預金と貸出金の推移 ※2026年3月末

総貸出金県内シェア

47.1%

伊万里銀行1882

甘久共同社▶武雄銀行（1910～）1886

西海商業銀行1898

唐津銀行1885

佐賀興業銀行1939

佐賀銀行1955

1955年  佐賀銀行設立
　　　　 （佐賀中央銀行と佐賀興業銀行が合併）

1965年 東京支店を開設

1974年 当行株式福岡証券取引所に上場

佐賀中央銀行1931

2011年 東日本大震災

2016年 日銀「マイナス金利政策」導入決定

2020年 新型コロナウイルス感染症拡大
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当行の魅力
佐賀銀行について

What Makes Our Bank Attractive

営業基盤である北部九州のポテンシャル
●  佐賀銀行は、本店を佐賀県に置きつつ、北部九州（佐賀・福岡・長崎）を一体の経済圏として捉え、地域金融機関としての持続的
な成長を図っています。

●  一部地域では当面人口増加が見込まれますが、将来的には人口減少していくことが予想されています。
●  ただし、当地区は人口動態の結びつきが強く、福岡都市圏を中心にさらなる人口・GDP増加が見込めるほか、TSMC熊本進出や西九州新幹線開業、
九州の交通・物流の要所である鳥栖ジャンクションを擁する地理的優位性など、今後の地域経済の発展を後押しする要因が複数存在しています。

●  このような地域を取り巻く環境変化や成長機会を踏まえ、当行グループは、金融を中心としたソリューション領域を最大限活用
し、佐賀を中心とする北部九州の“産業”や“人”を繋ぐ役割を果たし、北部九州はもちろん、広く国内外へ進出する支援を続ける
ことにより、地域の将来にわたる持続的な成長へ貢献します。

伸びしろ、預貸シェア
●  巨大なマーケットである福岡県で融資取引の拡大を図った
結果、現在は佐賀県と同規模の貸出金額となりました。

●  貸出金の福岡県内シェアは3.4％とまだ伸びしろがあります
が、預金シェアは貸出金以上の伸びしろがあります。

●  県内地盤をさらに確固たるものとしつつ、福岡県での基盤
拡大に注力していきます。

●  人口動態の結びつきの強い北部九州の店舗ネットワークは
当行の強みです。

●  全体の約3分の1の拠点を福岡県内に展開しており、積極的
にシェア拡大を目指します。

福岡県内
県全体 内当行

シェア

当行拠点数
25拠点

銀行協会
公表

農協・
信組含む

預金 約43兆円 約0.6兆円 1.4% 1.4%

貸出金 約26兆円 約0.9兆円 3.4% 3.4%

店舗ネットワーク

地域を支える一次産業

交流を生み出す観光産業

アジアの成長を取り込むゲートウェイ

半導体産業の集積

北部九州エリアの成長ポテンシャル

人的資本
従業員数

1,129名
（男性660名 女性469名）

平均年齢

40.2歳
（男性41.3歳 女性38.5歳）

女性管理職比率

（2020年度～2025年度比）

初任給

270千円
（2026年4月～、2027年4月～285千円予定）

ベア実績
2026年7月予定

平均7.60%
（2025年7月平均9.30％、

2024年7月平均5.15％）

4.2%   13.3%

佐賀県内
県全体 内当行

シェア

当行拠点数
41拠点

銀行協会
公表

ゆうちょ・
農協・信組含む

預金 約6.2兆円 約2.3兆円 59.8% 36.8%

貸出金 約2.2兆円 約0.9兆円 47.1% 38.1%

FP1級取得者 FP2級取得者 ITパスポート取得者 TAA取得者 貿易実務関連資格取得者

38名 842名 728名 716名 640名
※B級・C級合計

資格取得状況　※TAA（事業再生アドバイザー）

●  お客さまや地域の未来をデザインし実現に向かって考動する人財、自分のキャリアをデザイ
ンし挑戦し続ける人財の育成に取り組むとともに、採用強化・多様化により、業容拡大に応
じた適正な人員数を確保していきます。

●  働き方の多様化に合わせた社宅・寮の整備により従業員エンゲージメントは向上しました。
●  積極的な人的資本投資が人財確保と流出防止に寄与しております。 嘉瀬町寮（佐賀市：令和7年11月完成）

●  本業である預金、融資業務のほかに、非金利収益も順調
に増加しました。

●  当行グループが持つコンサルティング領域・規模は着実
に拡大しています。

●  地域やお客さまの課題・ニーズにお応えできる体制を構
築し、コンサルティング営業をベースとして、金利以上の
付加価値をお客さまに提供し、貸出金拡大の機会を創出
しています。

コンサル領域

金融領域

▲

  コンサルティング営業を      
ベースとした需要創出によ
る貸出金の拡大

▲

  お客さまの円滑な貿易決済
を支援（外貨調達手段の増
設、為替予約機能の拡充）

▲

  上場企業数増加による地域
経済の活性化（上場支援）

金融の枠を超えた領域

リスク
マネジメント

総合資産
承継マネジメント

IT・DX
コンサル

SDGs
コンサル

販路拡大
人財紹介

キャッシュレス
普及

計画策定
人事労務

事業承継
M＆A

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

96 98 105 127 147 170
82 86 94

121
153

174

14
192

18
202 22

221 34
282

佐賀・長崎 福岡 その他（百万円）

貸出金収益推移（地域別） ※2026年度と2027年度は計画値

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

1,689

2,450

シローン・私募積 M&A コンサル
ビジネスマッチング 国際業務

（百万円）

2,316
2,650

867
257
428
473
291

法人向け収益推移 ※2026年度と2027年度は計画値

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

経費 コア業務粗利益（百万円）
40,76136,89934,625

29,972

19,938 21,182 23,524 23,898

コア業務粗利益・経費推移 ※2026年度と2027年度は計画値

地域とともに築き上げた成果

小倉支店完成イメージ。2027年9月完 
成予定。11階建てのオフィスビル

長崎支店、2026年3月完成。初の賃貸
マンション併設型店舗

支店数 拠点数

佐賀県 61店舗 41拠点
福岡県 38店舗 25拠点

支店数 拠点数

長崎県 3店舗 3拠点
東京都 1店舗 1拠点
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第18次中期経営計画の進捗と企業価値向上の取り組み
佐賀銀行の成長戦略

Progress of the 18th Medium-Term Management Plan and Initiatives to Enhance Corporate Value

地域になくてはならない存在であり続けるために、第18次中期経営計画では金融を『核』としたグループ会社の垣根を超えた地域

貢献により、“総合サービス企業グループ”へ向けて着実に歩みを進めます。

佐賀銀行グループの長期ビジョン

• 対顧客利益：26億円 
（黒字化達成）

最終年度で目指す水準

• 連結当期純利益：100億円　
• 連結ROE：8.0％超
• 連結自己資本比率：8.0％超
• 預貸量：約5.7兆円

第18次中期経営計画
（2025.4～2028.3）

第16次中期経営計画
（2019.4～2022.3）

• 対顧客利益：60億円 
（5期連続黒字）

• 連結当期純利益：75億円 
（前中期経営計画比172％増加）

• 2024年度預貸量：約5兆円 

第17次中期経営計画
（2022.4～2025.3）

金融を『核』として地域を支え続ける

総合サービス企業グループ

創業150年（2032年3月）
当行グループの長期ビジョン

創業150年で目指す水準
• 連結当期純利益：150億円以上
• 連結ROE：8.0％超
• 連結自己資本比率：8.5％超
• 預貸量：6.5兆円以上
• 従業員数：約1,400人（現在比＋約200人）

 （グループ全体）：約1,800人（現在比＋約300人）

経営理念

経営の
基本方針

長期
ビジョン

中期
経営計画

第18次中期経営計画（2025.4.1～2028.3.31）
このまちで、あなたと・・・
～地域を繋ぎ、人を繋ぎ、地域の豊かな未来をつくる銀行グループ～目指す姿

金融を「核」として、地域を支え続ける“総合サービス企業グループ”
第17次中計で掲げた10年後の目指す姿を、当行グループの創業150周年（2032年3月）に向けて目指す
長期ビジョンとし、ブロック・グループ会社の垣根を超えて地域貢献できる銀行グループを目指します。

一．佐賀銀行は地域社会の
　  発展に奉仕する

私ども佐賀銀行は「地域密着と健全経営」に徹し、地元金融機関として良質な金融サービスを提供し、業務を通じて
地域社会の発展に奉仕します。

一．佐賀銀行は顧客および
　  株主の信頼に応える

一．佐賀銀行は従業員の
　  福祉を向上させる

「収益力」は貸出金残高の増加と利回り改善により向上しています。加えて、有価証券利息配当金の増加も寄与しています。「自己

資本比率」については、地元向け貸出の増加に伴うリスクアセット増加を主因に、前年度から低下しております。

KGI及び主要計数 2024年度 2025年度 第18次中計最終年度

項目 実績 実績 前年比 2027年度

KGI
（連結）当期純利益 75億円 85億円 +10億円

▲

100億円
KGI
（連結）ROE 6.27% 7.08% +0.81pt

▲

8.00%超

KGI
（連結）自己資本比率 7.94% 7.74% △0.20pt

▲

8.00%超

預貸金利息収支 204億円 222億円 +18億円

▲

230億円
役務取引等収益 92億円 99億円 +7億円

▲

130億円
有価証券利息配当金※ 32億円 51億円 +19億円

▲

51億円
対顧客利益 60億円 71億円 +11億円

▲

100億円
コア業務純益 100億円 134億円 +34億円

▲

170億円
コアOHR 66.52% 61.17% △5.35pt

▲

56.00%

※有価証券利息配当金は外貨調達コスト控除後

佐賀銀行グループの長期ビジョンである“総合サービス企業グループ”という目標に対し着実に前進しています。預貸金利息収支、

対顧客利益、役務取引等収益、ROEは計画を上回って伸長しています。

預貸金利息収支 役務取引等収益

対顧客利益 ROE

19年度 20年度 21年度 22年度

計画 実績（億円）

180 186

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
第16次中計 第17次中計 第18次中計

201 204 222
183 184

計画 実績（億円）

△2

38

第16次中計 第17次中計 第18次中計

54 60
71

13
26

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

計画 実績

第16次中計 第17次中計 第18次中計

2.07% 2.04% 3.39%
3.94%

4.98%
5.79%

3.36%

4.88%5.38%
6.27%

7.08%

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

計画 実績（億円）

68
79

第16次中計 第17次中計 第18次中計

83 92 99

73 76

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

■経営理念
“このまちで、あなたと・・・”という不変の想いのもと、お客さま・地域の役に立つことで地域の発展に貢献し、結果として佐賀銀行

グループも成長できる持続可能なビジネスモデルを構築します。

第18次中期経営計画の概要 第18次中期経営計画の進捗
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第18次中期経営計画の進捗と企業価値向上の取り組み
佐賀銀行の成長戦略

Progress of the 18th Medium-Term Management Plan and Initiatives to Enhance Corporate Value

企業価値向上に向けて

■ PBRの向上
2023年3月に東京証券取引所から問題提起のあった「上場企業のPBR1倍割れ」については、当行としても大きな経営課題と認識

しています。地域経済の持続的な発展に貢献し、第18次中期経営計画を達成することで、当行グループとしてPBR（企業価値）が向

上していく好循環を目指します。また、本計画においては、「ROE向上」を中核的な経営目標の一つとして設定しています。ROEを高

めつつ、財務レバレッジコントロールや成長投資を通じて、健全性・収益性の改善に努め、市場からの評価をいただけるように努め

ていきます。

企業価値向上のロジックツリー

PBR ROE PER

▲

  預金獲得強化▲

  地元ファイナンス強化▲

  コンサルティングの高度化▲

   市場運用戦略▲

   人的資本の価値最大化▲

   OHRの改善▲

  グループ戦略

▲

  資本政策と株主還元の充実▲

  政策保有株式の縮減方針

▲

  サステナビリティ推進

当期純利益
リスクアセット

リスクアセット
純資産

収益力強化・収益性改善

財務レバレッジコントロール

持続可能な経営と期待成長率向上

当期純利益
純資産

時価総額
当期純利益

ROE向上

PER向上

財務レバレッジ

RORA向上

PBR向上

■各指標の推移
PBR及びPERについては中期経営計画の目標に達しており、引き続き持続的な企業価値向上を通じて、さらなる指標の改善に努

めていきます。また、地元の資金需要に応えてきた結果、収益性は改善するも貸出金リスクアセットは相応に増加しました。今後は

リスクアセットをコントロールしつつ、収益性拡大との両輪でRORA改善を図ります。

リスクアセット額の推移

2024年度 2025年度 2026年度

（億円） 93
75

0.47％
0.50％

85
0.52％

地元への資金供給を
継続し、収益を拡大

連結当期純利益 RORA

連結当期純利益・RORA推移

2024年度 2025年度 2026年度

1.46兆円 1.60兆円

1.66兆円

成行の予想に対して
削減施策によりアセット
コントロールを図る

+1,000
億円

貸出金

+150
億円

有価
証券

+200
億円

その他

+600
億円

貸出金

+60
億円

有価
証券

+20
億円

その他

リスクアセットコントロール方針
• 地元貸出金は引き続きポートフォリオの中心
（拡大）

• 金利上昇を見据えた適正金利の交渉徹底
• 住宅ローンや東京地区貸出金の推進など平
均リスクウェイト引下げにも注力

• 有価証券は円債投資を中心に利回り・RORA
改善

■生産性の向上
労働生産性は2018年度比で２倍水準まで向上しました。今後も人的資本投資を通じて収益を積み上げつつ、システムの内製

化・業務見直しによりOHRをコントロールしていきます。

一人あたりの労働生産性（千円）

7,313 8,204
9,525 10,156

11,457
12,969 13,009 14,206

△1,008 △147
903 1,741 2,712

3,892 4,346 5,192
2倍近くへ

6期連続の黒字拡大

一人あたりの労働生産性
一人あたりの顧客利益

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

コア業務粗利益・経費推移見込み

■自己資本比率の状況

（百万円）

2025年度2024年度 2027年度

19,938

実績
34,625

2026年度

36,899
計画

40,761

経費 コア業務粗利益

29,972 実績
21,182

計画
23,89823,524

人件費推移見込み

（百万円）

2025年度2024年度 2027年度

10,214

実績
10,800

2026年度

11,540

計画
12,160

コアOHRの推移

2025年度2024年度 2027年度2026年度

計画
58.6％

63.8％実績
61.2％

66.5％

■信用コスト・不良債権比率の見通し
信用コスト・不良債権比率取引先の業績悪化に伴い貸倒引当金を積み増したため、

信用コストが増加しました。一方で債権総額中に占める金

融再生法開示債権（いわゆる不良債権）の比率は、2026年3

月末1.87％（前期比△0.12ポイント）と改善しました。なお、

当行は部分直接償却を行っておりませんが、部分直接償却

を行った場合も2026年3月末で1.67％（同△0.17ポイント）

と改善しております。

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

0.26倍
0.31倍 0.32倍

0.63倍 0.60倍
目標達成

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

6.8倍 6.9倍

9.8倍

7.0倍

目標達成

5.7倍

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

4.88％ 5.38％
6.27％

8.00％
7.08％

12,000

17,000

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

13,000

14,000

15,000

16,000

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

10.00
（億円）

13,489 13,424 13,874 14,790 15,407 14,686 16,039

7.82 8.01 7.86 7.49 7.39
7.94 7.74

8.03 8.11 8.01 7.68 7.56
8.13

7.81

（%）
リスクアセット 単体 連結

（百万円）

2022年度 2025年度2024年度 2026年度2023年度

806

△179

414

2,279 2,100

不良債権比率
部分債却勘案後

信用コスト

2.05％
1.94％ 1.99％

1.87％ 1.92％

1.87％ 1.77％ 1.84％ 1.67％
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第18次中期経営計画の進捗と企業価値向上の取り組み
佐賀銀行の成長戦略

Progress of the 18th Medium-Term Management Plan and Initiatives to Enhance Corporate Value

株主還元
● 株主価値の向上
● 追加還元策の検討

人的資本投資
● 目指す 

人財ポートフォリオの実現

健全性
● 自己資本比率8%以上 

確保

内部留保増加

株主還元強化

人的資本投資の増加

地域・業界における
佐賀銀行ブランドの向上

利益増加

優秀な人材の確保

キャピタルアロケーションの考え方

■資本政策の基本的な考え方
企業価値向上を目指していく中で、資本の活用については株主還元、内部留保の充実、人的資本投資にバランスよく配分してい

きます。まずは当行の経営課題である自己資本比率改善に向けて、連結自己資本比率が８％を上回るまでは内部留保を優先し、資

本増強に努めます。連結自己資本比率が安定的に８％を上回った際には株主還元強化として、累進配当や業績連動配当の導入を検

討します。

株主還元の実績と方向性
■株主還元

■政策保有株式の縮減に向けた方針
政策保有株式については、定量評価と定性評価による総合評価を行い、保有適否を定期的に検証してまいります。各銘柄の保有

意義の検証や株主との対話を通じて、2027年度末の純資産比率(時価ベース）20％未満を目指します。

政策保有株式（簿価）と純資産割合（時価ベース）の推移 政策保有株式（上場）の銘柄数推移

2025年度

90

■ 簿価残高（億円）　  時価／純資産

26.4%

114

2023年度 2024年度 2027年度

113

26.0%

20%未満23.3%

（先） 52

2022年度 2023年度 2025年度

39 36

2024年度

38

※みなし保有株式の3銘柄含む

2025年度 2027年度

リスクアセット
増加

株主還元

DX投資
人的資本投資 【8％超過後】

▶ 業績連動配当
▶ 累進配当
▶ 追加還元
　　　　などを検討

  

自己資本
比率
7.74%

自己資本
比率
8%超

【連結】
目指す
水準

8%

9%

利益
蓄積

【8％到達まで】
▶ 安定配当の継続
▶ 内部留保の充実
▶ リスクアセット
   コントロール

■ 1株あたり年間配当（円）　  配当性向

29

80

21.6%

70

21.4%

90

20.2%

2022年度 2023年度 2024年度 2027年度 2031年度

これまでは安定配当・内部留保を重視.

配当性向含む
総還元性向の
引き上げを目指す。

21.6%

110

2025年度

■政策金利変動による収益影響試算
政策金利の変動による影響について、金利上昇局面においては預貸金利息収支及び有価証券利息配当金がいずれも増加し、

当初計画比を上回る収益寄与となる見込みです。貸出金利の適切な追随や運用資産の収益改善が寄与し、金利上昇は収益の押

上げ要因として作用する見込みです。

シミュレーションの前提

金利シナリオ毎の収益などへの影響

KGI及び主要計数 2025年度 第18次中計最終年度（2027年度）

項目 実績 当初計画 金利シナリオ① 当初計画比 金利シナリオ② 当初計画比

預貸金利息収支 222億円

▲

230億円 253億円 +23億円 255億円 +25億円
有価証券利息配当金※ 51億円

▲

51億円 71億円 +20億円 74億円 +23億円
※有価証券利息配当金は外貨調達コスト控除後

※みなし保有株式の3銘柄含む

日銀政策金利シナリオ
※各金利シナリオ時点で利上げ後は据置前提で試算

0.75％

2026年7月
1.00％

2027年3月
1.25％

金利シナリオ①

金利シナリオ②

第18次中計メインシナリオ
（当初計画）

貸出金の需要は旺盛であり、順調な伸びが続く見通し

2025年度2024年度 2027年度

（億円）

26,473 27,129

2026年度

22,546 23,659

3,927 3,470

円債 貸出金

■ 2026年度連結業績の見通し

2026年度の業績見通しには、期中における日本銀行の追加利上げ（1回）を織り込んでおります。対顧客部門においては、貸

出金利息及び役務収益が引き続き堅調に推移し、増収を見込んでおります。一方で、前年度に計上した株式売却益の剥落によ

り経常収益は減少する見込みであるものの、基礎的な収益力の向上により、最終利益は引き続き増益を確保する見通しです。

連結経常収益 連結経常利益 連結当期純利益

（百万円）

2025年度

71,846 
66,000 

2026年度予想

前年比
△ 5,846

（百万円）

2025年度

12,307
14,700

2026年度予想

前年比
+2,393

（百万円）

2025年度

8,585 9,300

2026年度予想

前年比
+715

※主な項目を表示しております

2026年度業績見通しのポイント

今後の見通し
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人口動態の結びつきの強い佐賀県、福岡県、長崎県に店舗ネットワークを展開する強みを活かし、地域を繋ぎ、人を繋ぎ、需要と

供給の相乗効果を生み出すことで、経済波及効果創出を目指します。さらに地域のお客さまの日本全国や、アジアを中心とする世

界への進出、販路拡大、それに伴う貿易決済を支援していくことで、北部九州の経済成長に貢献します。

当行グループが持つコンサルティング領域・規模を着実に拡大し、地域やお客さまの課題・ニーズにお応えします。コンサルティン

グ営業をベースとして、金利以上の付加価値をお客さまに提供し、貸出金拡大の機会を創出します。

貸出金残高 事業所先数貸出金残高 事業所先数

当行

県全体

販路拡大・人材紹介
● 取引先紹介（ビジネスマッチング）
● 海外販路開拓サポート
● 商談会（フードセレクション）
● 人材紹介・採用強化

リスクマネジメント
● リスク低減・移転の支援
● リスクマネジメント体制構築の支援

地域キャッシュレスの普及
● 決済端末の普及促進
● 税公金キャッシュレス納付推進
● アプリの普及、機能拡充

総合資産・承継マネジメント
● 相続対策の提案
● GBAIに基づく資産形成の支援

計画策定・人事労務
● 経営計画の策定
● 人事評価制度の提案

IT・DXコンサル
● IT/DXコンサルティング
● さぎんBizポータル

事業承継・M＆A
● 事業承継対策の支援
● 親族、従業員、第三者承継の支援
● 事業承継ファンドの提案

佐銀キャピタル＆コンサルティング

SDGsコンサル
● 脱炭素による企業価値向上
● 地域・お取引先の脱炭素社会への
取り組みを支援

県全体

当行

県全体 約2.2兆円
内、当行 約0.9兆円
当行シェア 　　47.1％（銀行協会ベース）

38.1％（農協、信金等含む）

県全体 約3万5千先
内、当行 約7千先

当行シェア 　　3.4％（銀行協会ベース）
3.4％（農協、信金等含む）

県全体 約26兆円
内、当行 約0.9兆円

県全体 約21万先
内、当行 約8千先

福岡県佐賀県
金融の枠を超えた領域

金融領域

● コンサルティング営業をベースとした需要
の創出による貸出金の拡大

● お客さまの円滑な貿易決済を支援（外貨調
達手段の増設、為替予約機能の拡充）

● 地域の上場企業数増加による地域経済の活
性化（上場支援）

法人・個人事業主向けコンサルティング
佐賀銀行の成長戦略

Consulting for
Businesses & Sole Proprietors地域戦略

佐賀銀行の成長戦略

Regional Strategy

※2026年3月末現在、貸出金残高は銀行協会参加ベース
※県全体の事業所先数は令和3年経済センサスより
※当行取引先数は融資取引先数

■ 好循環モデル（産業・企業・経済・人材の有機的連携）

地域の価値共創

産業 企業

人材 経済人材（Talent）

産業（Industry）
■産業基盤の強化
■食品・脱炭素・木材・半導体

   企業活動の土台を作る

■持続的な基盤構築
■外国人材・大学連携・知見共有

   質の高い人材を供給できる仕組み

企業（Company）
■成長企業の創出
■海外展開・スタートアップ

   雇用・投資を生み出す

経済（Economy）
■地域経済の好循環
■駅前活性化・観光・まちづくり

   利益が地域を回し、投資余力を生む

【事例】・脱炭素コンサル
　　　・木造研修所計画

【事例】・食品輸出キックオフ
　　　・食品事業者組織化

【事例】・佐賀駅前活性化事業
　　　・MaaSの県内外展開

【事例】・海外人材紹介事業
　　　・大学・高専連携

地域とともに実現する持続的成長戦略
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当行は2020年5月より求人ニーズに対し人材紹介会社を紹介する「求人サービス」の取り扱いを開始しました。また2026年2月からサービスを
拡充し、新たに地域の求職者情報の取り扱いを開始しております。求人ニーズのヒアリングから求職者の紹介まで一貫して行うことで、より定着
性の高い人材紹介を提供しております。当行は、お客さまが抱える単なる人材不足の解消にとどまらず、お客さまの成長に資する適切な人材の
登用をご提案し、求人支援を通じて「人的課題の解決」を図っております。また、他のコンサルティングサービスと併せることで人的課題のみなら
ず根本的・潜在的な課題解決を図り、地域社会の持続的な発展に貢献してまいります。

1.  経営改善計画の策定支援、及びその進捗状況のモニタリングによ
る助言等を行っております。加えて、業況悪化の兆候が見られる
取引先に対しては、「企業支援推進者」が早期から関与し、営業店
と一体となった対応を行っております。

2.  条件変更先等の管理先に対する交渉・助言や、実績検討会・バン
クミーティングへの参加を通じて、実効性の高い取組方針の検討
及び計画策定支援を行っております。

3.  実績のあるコンサルタントの紹介や税理士等の外部専門家との
連携、商談会等のビジネスマッチングの機会を活用することで、
取引先の経営課題に応じたきめ細かな支援を行っております。

4.  地域企業の再生及び成長支援を目的として、外部機関や投資ファ
ンド等と連携した支援スキームを活用するとともに、案件の特性
に応じたハンズオン支援や資本性手法の活用を通じて、持続的な
事業基盤の構築を支援しております。

5.  抜本的な事業再編や業態転換が求められるお客さまに対しては、
DES（債務の株式化）やDDS（資本性借入金）等も活用し、早期再
生と地域経済の活性化に資する支援を行っております。

経営改善支援等の取り組み実績

期初事業性融資先数
（正常先除く）   A

Aのうち経営改善
支援取り組み先  a

aのうち期末に
債務者区分がランク
アップした先数  b

aのうち再生計画を
策定した先数  c

8,533先 162先 6先 115先

•  経営改善計画の策定
支援

•  進捗状況のモニタリン
グ助言 等

営業店

地域支援部
経営サポートＧ

お客さま

外部機関等

連携

経営改善支援

•   経営改善支援 等 •   コンサルティング 等

外部専門家
中小企業活性化

協議会
（企業支援推進者）

契約件数の年次推移

法人・個人事業主向けコンサルティング
佐賀銀行の成長戦略

Consulting for
Businesses & Sole Proprietors

事業者向けコンサルティング業務 経営改善・事業再生・業種転換等の支援

リスクマネジメントコンサルティング

海外ビジネスコンサルティング

人材紹介

当行グループでは、個人事業主、中小企業、大手企業など、幅

広いお客さまとの継続的な対話を通じて、経営課題を共有するこ

とで、実効性の高いコンサルティングサービスを提供しています。

事業者向けコンサルティング業務では、事業拡大を見据えた経

営戦略の策定支援や、人事・労務制度の高度化、さらには人材確

保に向けた支援など、経営の中核に踏み込んだ総合的なサポー

トを展開しています。

その結果、毎期契約件数は着実に増加し、収益面でも成長を牽

引する事業へと拡大しています。今後は、多様化するニーズに対

応するため、サービスの専門性の強化をさらに推進し、お客さま

の持続的成長を支える伴走型パートナーとしての役割を一層強

化していきます。 2019年度 2020年度 2021年度 2023年度 2024年度 2025年度
0

（件）
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2022年度
1

28
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128
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398経営計画
人事
補助金
マナー講習
人材紹介
小口PKG

4
116 7
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22
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31
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25
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15 7

60
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28
16
12

10

12

117

6

27
11
12

11

156

279

8

16

48

12
35

求人
ニーズ

マッチング

情報
連携

地域企業 当　行 求職者人材紹介会社

求職
ニーズ

スカウト

地域企業 当　行 求職者

求人ニーズ

マッチング マッチング

求職ニーズ

従来のサービス 拡充したサービス

審査管理部及び地域支援部経営サポートグループが担当店と一体となって、お客さまの本業支援や事業再編支援等、地域活性化に繋がる取り組
みを行っております。また、取引先企業の再生支援体制を一層強化するため、地域支援部経営サポートグループ所属の「企業支援推進者」を各ブロッ
クに配置し、営業店と連携した支援を行っております。

サイバーリスク

社会的リスク 自然災害リスク

持続的な成長

健康経営
脱炭素

BCP
熱中症対策

DX化
サイバー攻撃

求人
ニーズ

マッチング

情報
連携

地域企業 当　行 求職者人材紹介会社

求職
ニーズ

スカウト

地域企業 当　行 求職者

求人ニーズ

マッチング マッチング

求職ニーズ

近年、事業者さまのリスクマネジメントの重要性はますます高まっ
ており、当行グループではコンサルティングの視点からソリューショ
ンを提供しております。具体的には保険や各種ソリューションの個別
提案ではなく、事業者さまに潜在するリスクの「見える化」と「深掘
り」を継続的に検証するサイクルを通じて、経営戦略の中でのリスク
マネジメントの支援を実施しております。また、サイバーセキュリティ
等、顕在化する新たなリスクについても柔軟かつ機動的に対応し、
総合的な支援を提供してまいります。当行グループはお客さまの取
り巻く事業環境の変化を捉え、リスクを低減するとともに、地域課題
の解決を通じてお客さまの持続的な成長を実現します。

2020年4月より地域事業者さまの持続的発展のため、海外ビ

ジネスコンサルティング業務を新設しております。お客さまよ

り海外販路開拓、海外仕入先開拓、海外拠点設立といった海

外ビジネスに関するご相談が、取り組み開始6年間で230件以

上あり、これまでにコンサルティングによって東アジアや東南

アジア諸国を中心に海外への販路開拓が実現しております。

2025年度の取り組みとして、地域商社であるさぎんコネクト株

式会社と協業し、毎年8月に香港で開催される「Food Expo 

PRO 2025」への出展を行い、現地ブース出展、サンプル出店及

び視察ミッションで合計22社を支援いたしました。また、Food 

Expo PRO 2025の会期中に香港貿易発展局（HKTDC）との相互

協力に関する覚書の締結も行いました。双方が持つ強みやネッ

トワーク、資源を活用しながら連携を強化し北部九州と香港間

の貿易促進及び経済交流の拡大を図ってまいります。

また、資金調達支援の一環として、2025年4月より通貨オプ

ション「目標設定型為替デリバティブ取引（TARF：ターフ）」の

取扱いを開始し、2025年度中に66件のご契約をいただいてお

ります。今後とも多様化する海外ビジネスや外為ニーズに対応

するために、コンサル機能の強化に努めてまいります。

香港貿易発展局（HKTDC）との相互協力に関する覚書の締結

サービスメニュー

ブース出展
現地へブース出展し、海
外バイヤーとの商談を
行うことが目的。通訳が
同席するため日本語で
の商談も可能。

サンプル出展
日本国内にいながら海
外バイヤーに自社商品
をPR可能。当行社員、コ
ネクト社員が通訳同席
で商品を説明、帰国後バ
イヤーの反応や名刺を
フィードバック。

視察ミッション
香港Food Expoや香港市
場を視察し、海外への販
路を検討する材料を提
供。マーケット情報を収
集しながら現地視察が
可能。

MOST SCANNED EXHIBITOR「来場者に最も注目を
集めた出展者」として表彰されました

①海外販路開拓サポート（輸出）

輸出相手国の規制・検疫調
査、有力バイヤーの紹介、輸
出商談同席など

②海外仕入先開拓サポート（輸入）

輸入相手国からの輸送コス
ト調査、製造拠点の紹介、輸
入商談同席など

③海外進出サポート（現地法人設立）

現地専門家の紹介、現地法
人の設立、提携外国銀行で
の口座開設など

海外食品展示会への参加

「香港Food Expo PRO」

・ 毎年８月に香港で開催されるBtoBを対象としたアジア最大級の総合食品見本
・ お客さまのニーズに合わせて3種類支援方法を提供
・ 香港貿易発展局との覚書も締結
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当行は、2024年3月に東京証券取引所が運営するプロ向け市場「TOKYO 

PRO Market」、同年8月に福岡証券取引所が運営する「Fukuoka PRO 

Market」への上場を支援する「Adviser」資格を取得し、地域企業の皆さまへ

の上場に向けたサポートを実施しております。

「Adviser」資格取得後は営業店を通じた個別訪問やセミナー開催により

「潜在ニーズの掘り起こし」と「上場マインドの醸成」に注力してきましたが、

地道な活動が実を結び2026年1月に、「Fukuoka PRO Market」への上場を目

指すお取引先との間で当行初のAdviser契約を締結いたしました。

地域経済を取り巻く環境が大きく変化する中、企業の成長戦略や課題は多

様化しています。当行は、従来の資金供給にとどまらず、企業価値向上やガバ

ナンスの高度化といった中長期的視点での支援が地域経済の持続的な発展

に繋がるものと考えており、プロ向け市場への上場支援業務は、こうした考

え方を具体的な形で実践するものです。

当行は今後も東京・福岡両プロマーケットへの上場支援を加速させ、地域

企業の持続的成長を支える「リレーションシップ・バンキング」のさらなる進

化を目指してまいります。

当行は、地域の暮らしに近い場所に店舗を配置し、幅広い層のお客さまが気

軽に相談できる対面チャネルの整備を進めています。加えて、資産形成や相続と

いった高度な相談ニーズに対応するため、兵庫支店を相談特化店舗として位置

づけ、専門的なコンサルティング機能の強化に取り組んでいます。個人・法人を

横断するゴールベースアプローチ（GBA）のもと、ライフプラン全体を見据えた付

加価値の高いソリューションを提供しています。　

また、お客さまの中長期的な資産形成ニーズの高まりを背景に、投資信託等

の資産運用商品の提供を強化するとともに、NISAの普及促進に取り組んでいま

す。投資信託残高は継続的な資金流入及び市場環境の改善により、元本・時価

評価ともに着実に伸長しています。NISAについては制度拡充を契機として利用

が拡大し、長期・分散投資ニーズの取り込みが進展しています。さらに、積立投資

信託についても安定的な資金流入により残高が増加し、ストック型収益基盤の

拡充に寄与しています。これらの取り組みにより、顧客基盤の質的向上と収益力

向上を図るとともに、顧客生涯価値（LTV）の最大化を推進しています。

価値提供を支える人的資本への投資として、行員の専門性向上に継続的に取り

組んでおり、現在、全行員の85％がFP資格を取得しています。さらに、相続や事業

承継など高度なニーズに対応するため、専門性を有する行員で構成する「総合資

産・承継マネジメントチーム」を各地域に配置し、GBAを実践する体制を整備して

います。2026年4月には本体制を4拠点から6拠点へ拡充し、より多くのお客さまに

対し専門的なサポートを提供できる体制としました。また「人生100年時代」や「イ

ンフレ時代」を背景に、地域における金融リテラシー向上の重要性が高まる中、

2025年4月より佐賀県銀行協会と連携した高校生向け金融教育を開始するととも

に、取引先企業の社員向けセミナーの開催を実施しています。今後も自治体や関

係団体と連携し、地域における金融経済教育の推進に取り組んでまいります。

これらの取り組みにより個人向けコンサルティ

ング分野における収益は着実に伸張しており、持

続的な成長基盤の構築が進んでいます。引き続き

地域における資産管理・承継分野の中核金融機関

として、お客さま一人ひとりの課題解決とライフプ

ランの実現に貢献してまいります。

法人・個人事業主向けコンサルティング
佐賀銀行の成長戦略

Consulting for
Businesses & Sole Proprietors 個人向けコンサルティング

佐賀銀行の成長戦略

Consulting Services for Individuals

プロマーケット（TPM/FPM）への上場支援

コンサルティング人材の高度化と提供体制の強化

個人向けコンサルティング機能の強化と資産形成支援

J-Adviser・F-Adviserとしてサポート

J-Adviser／ F-Adviser

▲

上場に向けた内部体制整備等に関する支援

▲

上場適格性（上場基準を満たしているかどうか）の
　調査・確認

▲

上場後の継続的なフォローアップ

上場

プロマーケットとは

「プロ投資家」向けの市場であり、株主構成や利益
額等に関する基準がなく、柔軟なガバナンス設計に
よる上場が可能な株式市場です。上場により、知名
度や信用力の向上、優秀な人材の確保、社内管理体
制の整備といったさまざまな効果が期待できます。

Fukuoka  PRO Market TOKYO  PRO Market

個人として 法人として法人と個人はシームレス

教育 結婚
介護

自宅新築

相続対策
出産・育児

創業

社員雇用
設備投資
IT・DX化

販路・事業拡大
IPO

社屋建築

継承・M&A

60代以降　40・50代　20・30代 創業期　成長期　成熟期　継承

（百万円）
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（百万円）
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総合資産承継マネジメントチーム サービス収益実績

金融リテラシー向上出前教室の様子

（百万円）

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2027年度2026年度

計画
3,435

計画
3,235実績

2,683
2,4222,191

1,909

第17次中期経営計画 第18次中期経営計画

個人コンサルティング収益推移

事業承継・M＆A

●  少子高齢化や後継者不足を背景に、事業承継・M&Aは、地域経済の持続的な発展に向けた重要な課題解決策として、その重要性
が一層高まっています。

●  当行では、お客さまが抱える多様な事業承継課題（親族内承継、従業員承継、組織再編、M&A等）に対応するため、専門の事業承
継・M&A担当者を6名配置し、最適なソリューションを提供できる体制を整備しております。

●  今後も当行は、事業承継・M&A支援を通じてお客さま企業の持続的成長を後押しするとともに、地域経済の活力維持・向上に貢
献し、社会的価値と経済的価値の創出の両立を目指してまいります。

1名

伊万里支店 本店

福岡支店

武雄支店
長崎県

佐賀県 福岡県

1名
合計6名態勢
（外部出向除く）

2名

2名＋外部出向 1名
事業承継・M＆A手数料とアドバイザリー契約件数

当行グループは従来より事業承継・M&A支援業務

を続けておりましたが、多様化する事業承継ニーズ

に応えるために、2021年6月に事業承継ファンド「さ

ぎんブリッジファンド」を設立しました。当ファンドが

お客さまの株式を一時的に取得・保有し、次の後継

者への円滑な承継に向けた橋渡しを行い、計画的な

事業承継を総合的に支援します。

0
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事業承継・M＆A手数料
アドバイザリー契約件数
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■ さぎんブリッジファンドによる事業承継のご支援について
出資者

アドバイザー
契約

前経営者を
支える株主

前経営者

役員等

前経営者の親族

その他 外部株主

次世代への
経営資源の引継

後継者
（親族・従業員）

第三者へ譲渡
（M&A）

株式上場

経営サポート
企業価値向上

運
用
管
理

管
理
報
酬

出
資

分
配

資金

株主

資金

株主

佐賀銀行

佐銀ブリッジ投資事業有限責任組合
（愛称：さぎんブリッジファンド）

佐銀キャピタル
＆コンサルティング
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当行は有価証券運用に長年注力し、人材育成やリスク管理などの体制整備を進めてきました。円債を運用の主軸とした投資を行

い、ポートフォリオの利回り向上と評価損益の改善を通じて、中長期的に安定した収益を確保できるポートフォリオの構築を目指し

ます。また、世界的にインフレや地政学リスクを巡る不確実性が高まる中でも、市場環境の変化を的確に捉え、迅速かつ柔軟に運用

方針を見直していきます。流動性の高い資産を中心に投資を行い、環境変化に対応しやすいポートフォリオ運営に取り組みます。

金融業界を取り巻く環境が大きく変化している中、多様化するお客さまニーズに対し、より質の高いサービスをご提供していくた

めには、関連会社を含めた当行グループ全体のサービス向上を図っていく必要があり、この間取り組みを進めてまいりました。

地域になくてはならない存在であり続けるために、第18次中計では金融を『核』としたグループ会社の垣根を越えた地域貢献に

より、‘総合サービス企業グループ’へ向けて着実に歩みを進めます。

昨年度は金利上昇への対応として、株式資産の機動的な売買や、政策保有株式の売却等により得られた収益を原資に、主に円債を中

心としたポートフォリオの改善に取り組みました。その結果、国内では政策金利の引上げに伴い市場金利は大幅に上昇しましたが、評価

損益の悪化は最小限に抑えられております。また、今後も金利上昇の影響を受けることが予想される円債の残高を圧縮するとともに、

デュレーション及び10BPV（ヘッジ考慮後）等の各リスク指標についても前年度比で低減させ、金利リスクの抑制を着実に進めました。

●  リスクアセット対比で高リターンが期待できる資産への投資
●  適切なリスクテイクによる期間収益の計上

●  金利上昇を見据え、BIS規制変更によるRW上昇を考慮しながら、
株式関連資産での含み益構築

●  不測の事態への備えとリスクテイク余力の確保

●  超過収益を原資にポートフォリオ良化を継続
●  低利回り資産から高利回り資産への入れ替え 

 安定収益の確保と期間収益向上に寄与

期間収益の確保

ポートフォリオ良化

含み益蓄積

インカム収益

キャピタル収益

有価証券運用
佐賀銀行の成長戦略

Securities Investment Management グループ戦略
佐賀銀行の成長戦略

※常盤商事株式会社は、当行と資本関係はありませんが、
人的関係などで関係性が強い会社です。

佐銀リース

佐銀キャピタル&コンサルティング

常盤商事株式会社／佐賀銀行保険共同募集会社

佐銀ビジネスサービス 佐銀信用保証

さぎんコネクト

Group Strategy

400

204 212
260

100

200

300

2024年度 2025年度 2027年度目標
0（百万円）

佐銀リース　主な事業領域：リース業

佐銀信用保証　主な事業領域：信用保証業

佐銀ビジネスサービス　主な事業領域：人材紹介業

佐銀デジタルパートナーズ　主な事業領域：IT・DX

佐銀キャピタル＆コンサルティング　主な事業領域：金融商品仲介業務・投資業務

さぎんコネクト　主な事業領域：地域商社事業

2024年度
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2025年度
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2027年度目標
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（百万円）
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△ 9
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0
2027年度目標
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（百万円）

有価証券残高・評価損益推移

低利回りの円債の入替を進めた結果、第18次中期経営計画対比で金利リスクを抑制しながら、インカム収益が拡大する見込みです。

2024年度末 2025年9月末
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国債

地方債

社債

うち公社債

外国証券

その他

株式

（億円）

評価損益
（ヘッジ後）

円債のデュレーションと10BPV

2024年度末 2025年9月末

1,869

2025年度末
0
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1,000

1,500

2,000 1,984

5.67年
5.34年

4.57年
（百万円）

※デュレーション及び10BPVはヘッジ考慮後

1,375

10BPV
デュレーション

有価証券残高・円債デュレーション計画
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円債デュレーション

当初計画
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見直し後 当初計画 見直し後

インカム収益計画 評価損益計画
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※グラフは各社の当期純利益
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　お客さま、地域の未来をデザインし実現に向かって考動する人財、自分のキャリアをデザインし挑戦し続ける人財の育成に取り

組むとともに、多様性の時代に沿った人財が活躍できる環境を整えます。

　金融の枠を超えて地域の価値向上を実現する銀行グループを目指し、サステナブルな地域社会の実現のために多様な価値を創

造できる人財力の向上を図ります。

ロイヤリティ・
エンゲージメント向上資格取得人財育成 ❶ 多様化する銀行業務への貢献の仕方を柔軟にすることで、多彩な知識・経験を持つ人財が活躍できる人事制度の構築

❷ 本部トレーニーの拡充・・・行員一人ひとりのキャリア形成及び自己啓発の促進
❸ IT人財の確保、育成強化

デジタルの知見とグローバルな視野を持った人財を育成することを目的

として、海外での短期トレーニーを実施しています。

【令和７年度実績】
（写真左より）香港、シンガポール、ニューヨーク

人的資本に関する取り組み
佐賀銀行の成長戦略

Human Capital Initiatives

人財戦略

人財開発・人財育成

1 人財組織開発

●  処遇改善（初任給引上げやベース
アップ、シニア層の昇格・ポスト登
用）によるモチベーションの向上

●  働き方の多様化に併せた社宅・寮
の整備

●  エンゲージメントサーベイの導入

●  お客さまへの幅広く、且つより深い
　コンサルティング機能の提供
●  お客さまへのＩＴ支援の充実のため、
    デジタル人財100名体制へ
●  海外支援業務拡充のため、貿易実務
検定C級600名取得目標

●  採用強化（新卒、中途、アルムナイ）
●  パートタイマーからの行員登用を促
　進する雇用形態の新設
●  女性活躍、シニア層活性化
●  ＡＩを使いこなせる人財の増強・配置

新卒採用だけでなく、さまざまな採用形態をとることで多

様な人財ポートフォリオの構築に取り組んでいます。

採用チャネルの強化

主な取り組み
内容

　佐賀県より「さが健康企業宣言」の優良企業として認定さ
れました。

“みんなが安心して働ける銀行
を目指して”
当行は「えるぼし（最高位）」、「プラ
チナくるみん」、「健康経営優良法
人」の認定を取得しています。

●  ウォーキング事業　●  無料歯科検診の実施
●  禁煙事業　●  被扶養者向け健診事業 など

健康経営の取り組み

1 人財ポートフォリオ

新たなスキル習得や学び直しにより、地域とともに成長す

る人財の育成を進めています。

2 アップスキリング・リスキリング

多様な
人財ポートフォリオ

構築
スタッフからの行員登用

新卒・経験者採用 外国人人財採用

アルムナイ採用 リファラル採用

基礎知識

FP2級、ITパスポート
TAA、貿易C級

合格時に
受験料補助

高度資格 リスキリング

FP1級
中小企業診断士

取得支援の
対策セミナー実施

九大MBA
九大ビジネス
スクール短期
一橋MBA
福大商学部

3 ロイヤリティ・エンゲージメント向上

社宅・寮の整備
・新研修所建築プロジェクト始動（2028年秋頃竣工予定）
・2026年度は佐賀市に寮が完成。2027年度は唐津市に寮、東京都に寮・社宅が完成予定

処遇改善（賃上げ）
・４年連続の初任給引上げ ※2027年4月実施予定
・３年連続の賃上げ  ※2026年7月1日実施

従業員持株会 ※2026年3月31日現在
・加入率 83.1%　・奨励金支給率 10.0%

取り組み内容 具体的取り組み

IT人財の採用強化

▲

   インターンシップ「デジタルイノベーションコース」の実施（年1回、5日間）

▲  

 リファラル、アルムナイ制度による採用強化

デジタルリテラシーの向上

▲

 行内研修「デジタルスクールラボ」の実施
※中級コース「基礎知識習得」、上級コース「プログラミング実習」

1～5年目 中堅行員 主任 代理 次長 支店長・部長

女性スキルアップ研修
（女性ならではの視点で営業スキルや心構え、コミュニケーション手法を習得する目的の研修）

長期研修（期間：6ヶ月～2年間） ※6年目～代理職中心 【専門人材の育成】

本部トレーニー（本部業務、年間70名程度）  ※全行員対象

融資塾  ①役席コース  ②ブロック別（佐賀・福岡・長崎を４地区に分けて開催）【OJTによる実践的な研修】

階層別研修 1～3年目：業務別トレーニング、営業マインド・スキル醸成、4～5年目：キャリアプラン策定（外部講師）

メンター制度
（入行後1年間）

新入行員１名につきメンター１名を、業務上の指導のほか、業務上及び私生活面での相談役として任命

長期研修
中堅層を中心に、証券、医療、
コンサルティング、IT等のさま
ざまな分野の企業へ出向し
専門知識を習得します。

行内公募制度（本部業務）
本部業務に興味のある人財が
自発的に手を挙げ、チャレンジ
できる制度を実施しています。

自己啓発奨励金制度
“将来なりたい自分”の実現に
向けて、自己啓発への支援と
して奨励金制度を実施してい
ます。

2 人財育成

人
財
育
成
・
投
資

▶ 採用強化（中途、アルムナイ）
▶ 資格取得支援
▶ リスキリング支援
▶ トレーニー派遣
▶ 研修所の建替え
▶ タレントマネジメント
　 システムの導入

主要な資格保有者（取得率）
・FP1・2・3級
・ITパスポート
・TAA（事業再生アドバイザー）
・貿易実務検定C級

1,024名（86.6％）
728名（61.5％）
716名（60.5％）
638名（53.9％）

（26.3.31時点累計） 外部トレーニー派遣・出向

主な派遣先
銀行、証券会社、運用会社、M&A機関、シンクタンク、
医療支援機関、コンサル会社、中小企業大学校

（26.3.31時点累計）
114名

MBA・大学派遣

派遣先
九州大学、一橋大学、福岡大学

（26.3.31時点累計）
29名 海外派遣

主な派遣先
ニューヨーク、韓国、香港、ベトナム、シンガポール、
マレーシア

（26.3.31時点累計）
160名

●  社宅・寮の整備
●  処遇改善（賃上げ）
●  持株会奨励金支給
●  諸手当見直し検討
●  エンゲージメント
    サーベイ導入検討

↑  新研修所構想案
←  大橋創和寮（福岡市南区）
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売上代金の
当行集中化・預貸率改善

決済業務の
メインプレーヤーであり続ける

粘着性のある
預金が集まる仕組み構築

実績
3,682件

計画
10,000件

実績
27.7

362

決済金額は当行に入金され、
一定額が歩留まる想定

■ 収益（百万円）　
 取扱額（億円）

・レジ周りのDXを
  推進
・ 地域のキャッシュ
   レスを進化させる

決済端末

POSレジ

2025年度 2027年度 2025年度 2027年度 2030年度

計画
28112.2

2024年10月

・キャッシュレス加盟店募集キャンペーン
サービス提供スタート

キャッシュレス端末との連携/
データの一元管理支援

IT戦略
佐賀銀行の成長戦略

IT Strategy

当行グループは、デジタル社会への対応を重要な経営課題と位置づけ、お客さま向けサービスの高度化と業務運営の変革を一体

で進めています。デジタルの活用により利便性と生産性を高めるとともに、創出した時間をお客さまとの対話や提案活動へ再配分

することで、より高い付加価値の提供を目指しています。

デジタルとアナログの融合

お客さま向け施策

デジタル技術の活用を通じて、業務運営の高度化と生産性向上を進めています。ITパスポート取得推進などによる全役職員のIT

リテラシー向上に加え、システムや業務プロセスの最適化を進めることで、デジタル活用を支える組織基盤を整備し、お客さまへの

提供価値向上に繋げていきます。

■ 生成AI利活用
Copilotの活用に加え、FAQやプロンプト集の整備、好事例の共有を進めることで、全行的な生成AI活用の定着を図っています。こ

れにより、属人化の解消と生産性向上を進め、創出した時間をお客さまとの対話や提案活動へ再配分していきます。

また、各行員が日常業務で生成AIを活用する中で、既存業務のどの領域に生成AIを適用できるかという着想や改善案を本部で集

約し、生成AI×BPRプロジェクトを通じて導入・展開を検討しています。現場での活用を起点に、業務プロセスそのものの見直しに繋

げることで、継続的な業務高度化を進めています。

行内施策

■ サイバーセキュリティ対策
安全・安心な金融サービスを支える基盤として、サイバーセキュリティ体制の強化に取り組んでいます。標的型メール訓練、継続

的なセキュリティテスト、グループCSIRTの組成、復旧演習等を通じて、全役職員の防衛意識と組織全体の対応力を高めています。

利便性向上と安全性の両立を図りながら、持続的な業務運営を支える強固な基盤づくりを進めています。

■ サブシステム見直し
2025年9月より、130のサブシステムを対象に見直しを進め、システムと業務の両面から最適化に取り組んでいます。こうした取り

組みにより、営業店・本部の事務負担を軽減し、お客さま対応や提案活動により多くの時間を振り向けられる体制づくりを進めてい

ます。今後も、業務の効率化と提供価値の向上を両立させながら、収益基盤の強化に繋げてまいります。

IT統括部
開発G・管理G　セキュリティ管理
IT戦略室　　　戦略策定 /利用状況発信
　　　　　　　セミナー実施 /事例発信

（本部）各部室長＋生成 AI推進リーダー
利用・事例報告

総合企画部
全体掌握

KGI

▶生産性向上
▶業務高度化

推進し利用を広げることで各部の
業務において生成AIで活用したい
ことを引き出す。

引き出した活用したいことについ
て、BPR企画から実装を行い定着
へ導く

▶生成AIを使うこと自体を目的に
　しない
▶「活用したいこと」が継続的に生
　まれ、回り続ける状態をつくる

▶現場の業務起点で改善が進む
　構造をつくる
▶実装ではなく「定着」をもって成
　果と判断する

推進（活用） 企画（仕組み）

推進（活用） 企画（仕組み）

「活用したいこと」

「BPR企画」

「実 装」「推 進」

「利 用」

「活用の定着」

営業店
利用・事例報告

営業統括部
ITと連携して推進

ブロック
営業店の利用事例・意見収集

全行員の生成AI利用へ向けた体制

生成AI推進の目的

■ さぎんアプリ
日常的な金融取引をすべて完結できるよう機能拡充を進め

ており、本アプリを起点に、お客さまとの継続的な接点を確保

し、利便性向上と口座価値の向上に繋げてまいります。

■ さぎんBizポータル
法人・事業者のお客さまとのデジタル接点として活用を進めています。各種手続きのオンライン完結や有益な情報提供による利便

性を高めることで、日常的に利用される取引基盤の強化を図っています。

■ ペンリィ
生活基盤プラットフォーム「ペンリィ」を活用し、住所変更等の各種手続きのワンストップ化を進めています。複数の金融機関への

住所変更を一括で行えるなど、お客さまの利便性向上と店頭事務負担の軽減に繋げています。加えて、店頭での案内徹底など行内

での取り組みを通じて認知・利用の拡大を図っています。

■ 地域キャッシュレス
キャッシュレスサービスの拡充により、地域の決済機能の利便性向上を進めています。決済や資金の流れを当行のプラットフォー

ム上に集約することで、地域における金融インフラとしての役割を高め、預金基盤の維持・拡大に繋げています。
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登録者数

これまでの機能追加 導入予定の機能

定期預金（2025年9月）
住宅ローン一部繰上返済（2025年9月）
Wallet+、さぎん PayBへのリンク（2026年5月）

・外貨預金（2026年12月予定）
・ファミリー口座照会（2027年3月予定）

■ DXまるごとプロジェクトチーム
営業店と本部が一体となり、店頭でのアプリ登録支援や

デジタルサービスの利用促進に取り組んでいます。また、

金融・ITリテラシーの向上や詐欺被害防止の啓発を通じ

て、お客さまのデジタル活用の定着と接点の強化を図って

います。

DX推進サポート

店頭や訪問を通じて、DXツールのご案内及び登録サポートを実施しています。

店頭サービスレベルアップ

お客さま目線での気づきを、業務効率化などに還元し、サービス品質の向上に努めています。

ITリテラシー向上

行員のデジタル活用力向上をサポートし、お客さまへのサービス向上に繋げています。

加盟店数※店舗数累計 年間決済取扱額・収益目標
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近年、世界中で異常気象による自然災害が頻発し、当行営業エリア内におきましても甚大な被害が発生するなど気候変動は地域

社会や経済に大きな影響を及ぼす可能性を含んでおります。当行は、2022年3月にTCFD提言に賛同し、気候変動がお客さまや当行

グループに与える影響を把握し、リスクや機会に関する積極的な情報開示に努めてまいります。

当行では、気候変動に関する課題を経営上の重要事項とし

て捉えており、常務会において気候変動を含む社会的課題解

決のための具体的な施策や戦略について審議し、経営戦略や

リスク管理に反映しています。必要に応じて取締役会に報告

することとし、報告された内容に対し、適切に監督する態勢を

構築しています。

本部 営業店

事務局：総合企画部

サステナビリティ推進チーム

サステナビリティ推進委員会

常務会

取締役会監
督

執
行

グループ各社

報告

報告

連携

監督

指示

ガバナンス体制

サステナビリティ推進
佐賀銀行の成長戦略

Sustainability Initiatives

気候変動への対応

ガバナンス（気候関連リスクと機会に関するガバナンス）

当行は第17次中期経営計画において2030年度に当行が排

出するCO2を2013年度比46％削減することを宣言しましたが、

2021年度に前倒しで達成することができました。新たな目標

として、2030年度までに照明のLED化等の省エネ施策実施に

よりCO2排出量をネットゼロにし、カーボンニュートラル達成

を目指します。また、今回Scope3の一部を算出しました。

当行のみならず地域企業の脱炭素化の支援にも努めてまい

ります。

指標と目標

TCFD提言において開示を推奨している炭素関連資産のうち、特に移行リスクが高いと考えられるエネルギー及びユーティリティ

セクター（電力、除く省エネ）向け与信が当行貸出金に占める割合は、2026年3月末時点で1.04％となっています。

当行は地域の価値創造（Corporate Social Responsibility）と事業価値創造（Creating Shared Value）を行い 『環境と経済の好循

環』を生み出すべく、サステナビリティへの取り組みを行っております。

サステナビリティへの取り組み

当行では、これまで佐賀銀行グループSDGs宣言に基づき、地域社会・経済の持続的な発展に資する取り組みを多数行い、企業価

値向上を図ってきました。しかし近年、改めて企業として人権問題が注目されており、ステークホルダーから人権尊重に真剣に取り

組むことが求められています。当行においても、すでに人権を尊重する取り組みは行っておりますが、今般改めて「人権方針」を策

定。従業員の人権問題に対する意識醸成を図るとともに、対外的に公表することで、さらなる企業価値向上に繋げてまいります。

「人権方針」の策定

1. 国際規範の尊重 当行グループは、「世界人権宣言」「ビジネスと人権に関する指導原則」「労働における基本原則および権利に関する国際労働機関（ILO）宣言」等の国
際的な人権規範を尊重し、様々な差別を解消するための法指針を遵守します。

2. 適用範囲 本方針は、佐賀銀行と当行グループ会社すべての役員および従業員に適用されます。また、お客さまやお取引先様を含む全てのステークホルダーに対
しても趣旨のご理解・ご支持を賜り、一体となって人権を尊重した企業活動を行うことを求めてまいります。

3. 役職員に対して 当行グループは、人種、国籍、出身地、年齢、性別、性的指向、性自認、社会的身分、信条、宗教、健康状態等を理由としたあらゆる差別やハラスメント行為を排除し、強制労働を容認し
ません。また、すべての役職員の人権を尊重し、長時間労働の抑制、適正な労働賃金の支払いに努めるとともに、法令に基づく従業員の結社の自由および団体交渉権を尊重します。

4. お客さまに対して 当行グループは、お客さまのプライバシーを保護・尊重し、商品・サービスの提供にあたり差別的な扱いがないよう努め、お客さまと共に人権課題解決
に取り組んでまいります。

5. サプライヤー（取引業者）に対して 当行グループは、サプライヤーに対しても、人権を尊重し、侵害しないことを求めていきます。サプライヤーにおいて人権侵害が発生している場合は、当行グループとして適切に対応するとともに、サプライヤーにも適切な対応をとるよう働きかけます。

6. 教育・啓発活動 当行グループは、人権に関する正しい理解と認識を深めるため、人権問題に関する教育を継続的に実施します。

7. 救済 当行グループでは人権に関する相談枠組みを構築しており、人権に対する負の影響を引き起こした、またはこれに関与したことが明らかになった場合には、適切
な手段によりその救済に努めます。また、役職員に対して差別・ハラスメント行為等の人権侵害等に対する内部通報窓口を設け、適切に対応を行っております。

8. ステークホルダーとの対話 当行グループはステークホルダーとの対話を継続的に行うことで、人権に関する潜在的なリスクや課題を的確に把握し、取り組みの改善・向上に努めます。

佐賀県の豊かな森林資源を活用し、持続可能な社会の実現に向け、地域金融機関として関連産業の活性化に取り組んでおります。

■ 環境省「ESG地域金融の普及・促進事業」に2年連続で採択

木材の活用促進に向けた調査

▲

   強度が高く、中大規模木造建築への活用が期待される CLT（直交集成板）など、高付加価

値な木材製品のサプライチェーン構築を支援します。九州における地理的特性を活かし

た事業化の可能性を探るため、市場調査や事業性評価を実施しております。

佐賀の森林資源を産業に繋げる方策を探る「木材産業振興セミナー」を佐賀・福岡で開催

▲

   木造建築の事例紹介や県内企業が参加したパネルディスカッションを実施。地元の木材

の持続可能な利活用に向けて機運を醸成しました。

店舗や社宅、研修所の木造化

▲

   当行では環境に配慮した寮・社宅の建築を行っております。第18次中期経営計画期間中

において寮5棟、営業店1店舗を木造で建設予定です。木造としたことで、鉄骨比 △676ト

ン、RC比 △1,016トンのCO2削減に繋がっています。

2026年3月より CO2排出量算定システム「Zero-Carbon-System(炭削くん)」の取扱いを開始

しました。これにより脱炭素経営をスタートする事業者さま向けにシンプルで使いやすい操

作性となっており、脱炭素経営の第一歩を踏み出すための最適なツールとなっています。ま

た、自行のScope算定にも活用でき、公表データの精緻化、効率化が期待できます。

■ CO2排出量算定システム「Zero-Carbon-System（炭削くん）」の導入

その他サステナビリティ関連目標

人材に関する事項

管理職に占める女性の割合（取組期間：2025年4月～2028年3月）

目標割合 20％ 実績 13.3％
障がい者雇用率（取組期間：2025年4月～2028年3月）

目標割合 2.7％ 実績 2.5％

サステナブルファイナンス目標額

当行は、サステナブルファイナンスの定義を「お客さまや地域が抱える環境課題や社会課題の解決に向けた
取り組みを支援する投融資」と定め、2023年12月にサステナブルファイナンス目標を設定しました。
（取組期間：2024年1月～2031年3月）

目標金額 3,000億円 実績 1,271億円
脱炭素提案件数目標

顧客が排出するCO 2の可視化及び削減に向けた提案件数（取組期間：2025年4月～2028年3月）

目標件数 1,000件以上 実績 338件

CO2排出量の推移
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削減

【嘉瀬町寮】

当行の人権方針（2026年4月1日策定）

Scope3での排出量

Scope3 2023年度 2024年度

カテゴリー15（ファイナンスド・エミッション）（単位t-CO2） － 2,503,390
※Scope3算定につきましてはカテゴリー15において融資取引のある法人のみ算定対象としております。
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　当行は、当行が持続的に成長し、中長期的な企業価値を向上させ、お客さま・株主さまにとって、「なくてはならない銀行」であり

続けるための最良なコーポレートガバナンスを実現することを目的とし、以下の基本的な考え方に基づき、コーポレートガバナンス

に関する施策の実施と体制の整備に努めております。

　（Ⅰ） 株主の権利を尊重し、平等性を確保する。

　（Ⅱ） ステークホルダーである「地域社会」、「顧客及び株主」、「従業員」の利益を考慮し、

　 それらステークホルダーと適切に協働する。

　（Ⅲ） 会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。

　（Ⅳ） 独立社外取締役及び監査等委員会の活用により、取締役会の監査・監督機能の実効性向上を図る。

　（Ⅴ） 中長期的な株主の利益と合致する投資方針を有する株主との間で建設的な対話を行う。

取締役会全体の実効性確保のため、取締役会において実効性に係る分析・評価を実施しております。

全取締役に対するアンケート調査による自己評価、アンケート結果をもとにした社外役員との意見交換等を行い、2026年6月の

取締役会において、取締役会の実効性について分析・評価を行った結果、実効性については確保されていると評価しました。

また、取締役会における議論のさらなる活性化については、議題の事前配信・事前説明や決議事項の絞込みにより、会議において

論点が絞られた議論に繋がっており、着実に改善されていることが確認されました。

取締役会のさらなる実効性向上のためには、引き続き取締役会全体に求めるスキル・経験や多様性について議論していく必要が

あるとの課題が確認されました。

今後も社外役員の知見・経験を一層発揮してもらうため、引き続き社外役員との意見交換の機会を設け、活発な議論が行われる

よう適切な情報提供に努めるとともに、変化し続ける経営環境に対応するため、知識の習得等に必要な情報や研修等の機会（研修

派遣、社内勉強会等）の提供に努めていくことにより、取締役会の議論の質をさらに高め、実効性の向上に繋げてまいります。

名称 目的、権限 機関等の長 構成員

取締役会
（2025年度　16回開催）

●  業務執行の決定
●  取締役の職務の執行の監督

取締役頭取

●取締役頭取
●専務取締役
●常務取締役
●  取締役
●社外取締役
●取締役常勤監査等委員
●社外取締役監査等委員

監査等委員会
（2025年度　27回開催）

●  株主の負託を受けた独立の機関として取締役の
職務の執行を監査

●  監査の方針、監査計画、監査の方法、監査業務の分
担等の決議、策定

常勤監査等委員
●  取締役常勤監査等委員
●  社外取締役監査等委員

常務会
（原則週1回開催）

●  取締役会より委任を受けた銀行の常務に関する事
項の決定 取締役頭取

●  取締役頭取
●  専務取締役
●  常務取締役

独立社外役員会議
（2025年度　5回開催）

●  取締役会の諮問機関として役員の選解任や報酬
等に関する重要事項の論議

●  業務執行に係る監督監査上の情報共有、意見交
換等

筆頭独立社外取締役
●  社外取締役
●  社外取締役監査等委員

経営会議
（原則月1回開催）

●  業務の推進状況や全行的なリスク管理状況につ
いての協議・検討 取締役頭取

●  取締役頭取
●  専務取締役
●  常務取締役
●  社外取締役
●  取締役常勤監査等委員
●  グループ会社代表者
●  行内各部門の本部長、副本部長、部長

インテグリティ向上委員会
（原則四半期毎開催）

●  コンプライアンス態勢の確立、浸透、定着に向け
た協議、検討 取締役頭取

●  取締役頭取
●  専務取締役
●  常務取締役
●  社外取締役
●  取締役常勤監査等委員
●  行内各部門の本部長、副本部長、部長

内部監査

外部監査

■ コーポレートガバナンス体制

監査等委員でない取締役

諮問

選任・解任 選任・解任 選任・解任

助言

指揮命令

監査監督

報告

報告

助言

連携

報告

連携

取締役会

経営会議
（業務推進、リスク管理に関する協議・検討）

インテグリティ向上委員会

出席

出席
社外取締役

監査等委員である取締役

監査等委員会

企画管理部門 業務統括部門 営業統括部門

リ
ス
ク
統
括
部

人
事
部

監
査
部

総
務
部

審
査
管
理
部

総
合
企
画
部

市
場
営
業
部

業務統括本部 営業統括本部

業
務
集
中
支
援
部

Ｉ
Ｔ
統
括
部

業
務
統
括
部

営
業
統
括
部

地
域
支
援
部

監査部

株主総会

会計監査人

常務会

独立社外役員会議
● 取締役会の諮問機関として役員選解任や
報酬等に関する重要事項の論議

● 業務執行に係る監督監査上の情報共有、
意見交換等

コーポレートガバナンス
価値創造を支える経営基盤

Corporate Governance

基本的な考え方 会社機関の内容

取締役会の実効性評価
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社外取締役メッセージ
価値創造を支える経営基盤

Message from the Outside Director

変化の時代においても、人と地域に寄り添う存在であるために 女性活躍の推進と持続的な成長を支える経営基盤づくりに向けて
銀行は地域の人たちにとってどんな銀行であってほしいのか。立場

を変えて言えば、銀行はどうあるべきか、あらなければならないか！

地方で暮らす個人であれ、企業・事業主であれ、「銀行はいつも

近くにあって、あらゆることで頼りになる存在であってほしい」。こ

れが願いである。地域の銀行が本当にそうなったときに、そこに住

む人の幸福感も、企業の存在感も高まるような気がします。つまり、

「振り向けば、そこに佐賀銀行」というような、何とも言えない親近

感。地方銀行の存在意義はそこにあるのだと思います。そのために

は、とにかくお客さまの声を聴くこと。どんなことにも耳を傾けて

やる。日常のこの謙虚な心がけが大事なのです。

佐賀銀行の第18次中期経営計画におけるコーポレートスローガ

ンは「このまちで、あなたと・・・～地域を繋ぎ、人を繋ぎ、地域の豊

かな未来をつくる銀行グループ～」。行員一同、この精神を常に共

有し、胸に刻んで日常の業務に励むこと、これが基本です。

監査等委員に就任して2年が経ちました。経営の内側から当行を

見る中で、地域のリーディングバンクとしての信頼を守るために、

さまざまな配慮と努力が重ねられていることを実感しています。な

かでも、お客さまの目標を共有し、その実現に必要な支援をする

「ゴールベースアプローチ」の考え方は、当行への信頼を支える重

要な基盤だと考えています。この考え方がさらに浸透し、実践され

ていくことを期待しつつ、引き続き見守ってまいります。

ガバナンス面では、取締役会は適切に機能していると認識して

います。議題については、事前に監査等委員会で説明を受け、課題

や論点を共有したうえで審議に臨んでいます。当日は、担当役員ら

の補足説明や質疑応答などを経て意思決定が行われています。ま

た、経営会議への出席や支店往査への同行を通じて、経営計画の

遂行に伴う現場の課題についても率直に共有いただいています。

昨年は、女性社員が企画する行事の準備の場面に立ち会い、より

長距離ランナーにとって、とても大事なペースメーカー・伴

走者。伴走者の声かけひとつでランナーは思わぬ元気をもらう

ことがある。当行役員会でよく聞く「お客さまの良き伴走者で

あれ！」。この言葉は、社外取締役としてニュートラルな視点か

ら見て、当行行員のあるべき業務奨励の姿をよく表していると

感じています。

今や世界はＩＴ、ＡＩを活用することで生まれる暮らしやビジ

ネスの新たな姿・様式を日々構築していく熾烈な競争時代にあ

ります。このことを誰もが認識しておかなければなりませんが、

金融業界に身を置く人たちは、なおさらそのことを意識してお

かなければならないと感じています。「このまちで、あなた

と・・・」。佐賀銀行が〝総合サービス企業グループ〟として確固

たる地位を築いていくために、今こそ地域にとってかけがえの

ないプラットホームになってほしい－と心から願っています。

良いものにしようと工夫を重ねる姿を直接見る機会もありま

した。こうした現場との接点から得た気づきは、適宜お伝えす

るように努めています。

当行が重要なテーマの一つに掲げる女性活躍推進について

は、このたび初めて女性の社内取締役が就任したことを大きな

前進と受け止めています。社内出身の女性が経営に加わること

は、現場感覚を経営判断に生かすだけでなく、次世代の社員の

ロールモデルにもなるものですので、この流れが継続するよう

後押ししてまいります。

今後も、社外取締役監査等委員として、組織の一員として会

社を支える視点と、外部の立場から客観的に見つめる視点と

のバランスを意識しながら、当行と地域の発展に貢献できるよ

う努めてまいります。

取締役 監査等委員（社外） 弁護士  福田 恵巳

信頼の基盤を支え、
地域の未来を見据える

取締役（社外） 学校法人佐賀清和学園 理事長  富吉 賢太郎

「このまちで、あなたと・・・」を
常に心の中に！
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■ 社外取締役の選任理由
氏名 独立役員 選任の理由

富吉 賢太郎 ○ 株式会社佐賀新聞社に永年勤務し、専務取締役編集主幹論説委員長を務めた実績があり、豊富な経験と専門的な知識
を有しているため、社外取締役に選任しています。

河野 圭志 ○ 日本銀行の福岡支店長、情報サービス局長を務めるなど30年に亘る勤務経験のほか、中外製薬株式会社顧問や三機工業株式会
社の社外取締役を歴任するなど、金融・経営に関する専門的な知識、経験等を有しているため、社外取締役に選任しています。

池田 巧 ○ 佐賀県入庁後、県土づくり本部長や佐賀ターミナルビル株式会社取締役社長、佐賀県代表監査委員を歴任するなど、
幅広い知識、経験を有しているため、社外取締役に選任しています。

福田 恵巳 ○ 弁護士として企業法務の実務に携わるなど、法律に関する豊富な経験と幅広い見識を有しているため、社外取締役に
選任しています。

田村 浩司 ○ 公認会計士として専門的知見と財務及び会計に関する豊富な経験と見識を有しているため、社外取締役に選任してい
ます。

秋吉 慎也 ○ 長年にわたり財務省に勤務し、行政面からの金融機関に関する専門的な知識を有しているため、社外取締役に選任し
ています。

■ スキルマトリックス　（社内取締役）

氏名 役職

専門性と経験

経営戦略
法務・高度な
リスクマネジ
メント

営業
コンサル
ティング

財務 
会計 
審査

市場 IT
DX

人事 
労務

坂井 秀明 取締役頭取（代表取締役） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

口石 洋一郎 専務取締役営業統括本部長 （代表取締役） ○ ○ ○ ○ ○

中島 秀樹 常務取締役業務統括本部長 ○ ○ ○ ○ ○ ○

荒津 賢 常務取締役 ○ ○ ○ ○ ○ ○

白濱 和也 常務取締役 ○ ○ ○ ○ ○

金ヶ江 浩二 取締役営業統括本部 
営業統括部長 ○ ○ ○ ○

坂井 貞樹 取締役佐賀南ブロック長 
兼本店営業部長兼呉服町支店長 ○ ○ ○ ○

槇 公見恵 取締役業務統括本部 
業務統括部長 ○ ○ ○ ○ ○

熊本 輝之 取締役唐津ブロック長 
兼唐津支店長兼唐津駅前支店長 ○ ○ ○ ○

草津 康文 取締役福岡中央ブロック長 
兼福岡支店長兼渡辺通支店長兼天神支店長 ○ ○ ○ ○

三好 浩一郎 取締役監査等委員 ○ ○ ○ ○ ○

■ スキルマトリックス　（社外取締役）

氏名 役職
期待される分野

企業経営 学識経験 法律 財務 
会計 地方行政

富吉 賢太郎 取締役（社外） ○ ○ ○

河野 圭志 取締役（社外） ○ ○ ○

池田 巧 取締役監査等委員（社外） ○ ○

福田 恵巳 取締役監査等委員（社外） ○ ○

田村 浩司 取締役監査等委員（社外） ○ ○

秋吉 慎也 取締役監査等委員（社外） ○ ○ ○

※上記スキルは保有するスキルの一部であり、すべての知見や経験を表すものではありません。

※女性取締役比率：11.8％（17名中2名）

坂井 秀明
取締役頭取（代表取締役）

富吉 賢太郎
取締役（社外）
学校法人佐賀清和学園理事長

河野 圭志
取締役（社外）
三機工業株式会社取締役（社外）

田村 浩司
取締役監査等委員（社外）
田村公認会計士事務所代表

秋吉 慎也
取締役監査等委員（社外）

口石 洋一郎
専務取締役（代表取締役）

荒津 賢
常務取締役

池田 巧
取締役監査等委員（社外）

福田 恵巳
取締役監査等委員（社外）
弁護士

金ヶ江 浩二
取締役

白濱 和也
常務取締役

熊本 輝之
取締役

草津 康文
取締役

坂井 貞樹
取締役

槇 公見恵
取締役

中島 秀樹
常務取締役

三好 浩一郎
取締役監査等委員

役員一覧
価値創造を支える経営基盤

Board of Directors


